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ちょっと気になるＪ－クレジット制度の話題をコラムでお届け 

第 26 回 TCFD 提言とは？ 
～サプライチェーンでの気候変動対策を～ 

 
 

近年話題になっている ESG 投資。企業に投資する際に環境（E）、

社会（S）、ガバナンス（G）といった観点を重視して投資先を選ぶ考

え方ですが、気候変動が顕著になっている中、企業が持続可能な経営

を行っているかどうかを考えることが重要になってきています。  

その重要性を説いているのが「TCFD 提言」です。  

 

TCFD は 気 候 関 連 財 務 情 報 開 示 タ ス ク フ ォ ー ス（ Task  force  

on C l imate  re la ted  F inanc ia l  D i sc losures）の 略 で 、主 要 国

の 財 務 大 臣 ・ 中 央 銀 行 総 裁 な ど で 構 成 さ れ る 金 融 安 定 理 事 会

（ FSB：F inanc i a l  S tab i l i t y  Board）の 下 に 、2015 年 に 設 置

さ れ た 作 業 部 会 で す 。  

 TCFD が 提 言 を ま と め た 最 終 報 告 書 （ 2017 年 6 月 公 表 ）

で は 、企 業 に 対 し 気 候 関 連 の“ ガ バ ナ ン ス ”、“ 戦 略 ”、“ リ ス ク

管 理 ”、“ 指 標 と 目 標 ” に つ い て 開 示 す る こ と を 求 め て い ま す 。 

 

TCFD に対して、世界全体では金融機関をはじめ 818 の企業・機

関が賛同を示し、日本では 186 の企業・機関が賛同しています（令和

元年 8 月 8 日時点）TCFD を支持する金融機関が保有・運用する資産

は合計約 100 兆ドルを超えています。  
こうした影響力の強さから日本でも TCFD 提言への対応を始める企

業が増えています。以前本コラム（第 18 回コラム）でもご紹介した

CDP 質問書も、この TCFD 提言を受けた質問内容となっています。  

 

具体的に気候関連のガバナンスや戦略、リスク管理とは何かですが、

気候変動が起こった時に、自社の経営にどういった“リスク”や“機

会（ビジネスチャンス）”があるのか、それをどう把握して経営に組み

込んでいるのか、といったことの情報開示が求められています。  

 

例えば、気候変動によって極端な気温上昇が起こった場合、農業分

野では品種の栽培適地が北上し、扱う品種を換えたり、適温を保つた

めの維持コストが増加します。外で作業を行う業務であれば熱中症リ

スクが増加し、社員への対策・管理コストが増加します。また化石燃

料やプラスチックを取り扱う事業であれば、素材自体が代替されてい

く可能性もあります。  

また反対に、気候変動によって北極の航路が新しく生まれたり、再

生可能エネルギー由来の素材や燃料が顧客から選ばれるようになると

いった可能性もあります。  
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こうした、サプライチェーンで起こりうるリスクやチャンスを把握

しどう把握・管理しているかの情報が求められます。  

特に CO2 排出量としては把握・削減を“サプライチェーン全体”で

行う大手企業が増えてきています。  

 

こうした大企業の国際的な気候変動対策（TCFD 提言や CDP への

対応）やイニシアチブ（RE100 や SBT 等）への対応の中で、「J クレ

ジット」が活用できる場合があります。（詳細は第 18 回、第 23 回の

コラム参照）  

特に再生可能エネルギー由来のクレジットは、国際的なイニシアチ

ブでも自社の再エネ調達量として報告できることから、クレジットの

需要が急増しています。  

 

そうした中で“J クレジット”をサプライチェーンの中で生み出し、

活用していくことが今後有効になってくると考えられます。  

サプライチェーンで CO2 排出量の把握・削減する中で、中小企業

が実施した CO2 削減をクレジット化して、大手企業が購入し自社の

削減目標や報告に使用する、という可能性です。  

中小企業にとっては取引先に環境価値をプラスα販売することがで

き、大企業にとっては自社のサプライチェーンで調達することで安定

的にクレジットを調達することができます。  

中部地域には製造業のサプライチェーンが集積している特徴もあり、

今後こうしたモデルが展開されていく可能性があります。  

 

ESG 投資や SDGs、持続可能な経営を行っていくには自社だけの問

題ではなく、サプライチェーンで対応していかなければいけない時代

になってきています。  
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中部 J クレ  コラム  バックナンバー  

http://www.chubu.meti.go.jp/d34j-

credit/platform/column/column.html 
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